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豪雪年の融雪促進がリンゴの開花及び果実肥大に及ぼす影響

今村友彦・・浅利欣一

青森県農林総合研究センターリんご試験場

Elffect of snow… lnelting acceleration on bloonling

and fruit gr。軸 。f apple in the year ofheavy snowfaⅡ 。

′
1101mOhikO IMAMURA', Kin‐ ich」へSAIⅢ

Apple Experiment Station,AomoH Preた ctur」 Agiculture

and Forestry Research CenteL Kuroishi,036‐ 0332

°
現在 :青森県農林水産部りんご果樹課

'Present address:Apple md Fruits Division,Deparmem of ttculmre,

Forestry and FisheHes,AolmoH Prefectural Governinent,Aolmon,030‐ 8570

2005年 の積雪は、3月 初めに最大積雪深を記録し、リンゴ園での融雪が大幅に遅れることが予

想されたため、3月 中～下旬に園地に融雪剤を2回散布 し、その後のリンゴの生育を調査した。3

月に融雪促進剤を散布しなかった園地では、同一樹内において、雪に長期間埋もれていた下枝 (地

上高 90 cm以下)の開花が、埋もれなかった上枝 (地上高 160 cm以上)よ り4日 程度遅れ、果実

の大きさや揃いも劣った。しかし、融雪促進剤を散布した園地では樹冠下の消雪日が 3日 程度早

まり、上枝と下枝で開花日が揃い、果実の大きさの揃いも良かった。これらの結果から、3月 上

旬になっても下枝が雪に埋まっている場合、速やかに融雪促進剤を散布して園地の融雪を早める

ことで、リンゴの開花や果実肥大への悪影響を軽減できることが明らかとなった。

キーワー ド :開花状況、果実肥大、融雪促進、リンゴ

Keywords:Acceleration of sno‐melting,Apple,Bloommg,■ dt gow血。

1.は じめに

2005年 の大雪は、青森県内のリンゴ園に 1968年 に次ぐ被害総額 100億円を超える甚大な被害

をもたらした (青森県農林水産部 りんご果樹課、2006)。 さらに、リンゴ園における融雪が大幅

に遅れたために、リンゴの発芽や展葉が遅れた。しかし、この年における春先の生育差は、雪解

けが遅かった山間部と比較的早かった平野部などの地域間差ばかりでなく、同一樹内においても、

雪に長く埋まっていた下枝と埋まらなかった上枝の間でも観察された。

そこで、同一樹内の上枝と下枝における開花状況や果実肥大について検討するとともに、市販

の融雪促進剤を散布して融雪を早めた時の開花及び果実肥大状況についても検討した。

-1-



2.材料および方法
2.1 試験区の設置

青森県農林総合研究センターリんご試験場 (以下、「りんご試験場」とする)において、融雪を

早めるために、10a当 たり60～ 80 kgの 融雪促進剤 (粉状綜合 ミネラル宝素)を 3月 14日 及び

22日 の 2回散布した 10年生 `ふ じ'/M.26が栽植されているほ場を「融雪促進区」とし、融

雪促進区と隣接した 8年生 `ふ じ'/M.26が栽植されているほ場を「対照区」とした。さらに、

両区の供試樹において、枝の発出高が地上高 160 cm以 上のものを「上枝」、地上高 90 cm以下のも

のを「下枝」とした。なお、対照区では、春先の作業を早めるため、4月 4日 に融雪促進区で使

用した融雪促進剤を 1回散布した、。

2.2 開花数調査

融雪促進区及び対照区とも、開花前の 5月 14日 に表 1で示した 6～ 8本の側枝にラベルを付け、

1花そう当たりの花数が 4花以上の花そうについて、3～ 4日 毎に開花数を調査した。なお、花

数が 3花以下の花そうはすべて摘み取った。

表 1 開花調査用側枝の概要
_…^_  調 査  調査側枝の発出高  1側枝当たり      "_認噛 籠 :メ                                    4膚 右・・ψ`~  

側枝数  平均   範囲  花そう数乙 花数     
ν.・・

~~~~~~~~~~~可
覆
~~¬
扁
~夏
頂=冨肩戸
~~~¬

「

~~π~~~~~~~~~~~~~~

融雪促進区 上枝  6  194  164-220   15   76   1樹 当たり2側枝調査

下枝
y 6  80   75-88   16   79

,

対 照 区

(注 )y
Z

上枝: 6  189  168-201   19   95  1樹 当たり1～ 2側枝調査
8  76   67-88   20   99   1樹 当たり2側枝調査

雪害程度が無～微 [樹皮にひび割れ ]の
花数が 4花以上の花そ う

2.3 果実肥大調査

融雪促進区及び対照区とも、表 2で示 した側枝を供試 して、仕上げ摘果終了後の 6月 17日 、

それぞれ 50果 にラベルを付け、果実の横径を 10月 25日 まで 8回測定した。なお、果実の横径

は最大値と最小値の 2か所を測定し、平均値で表示した。

さらに、最終調査日の果実の横径から、王数 (10聴詰)別に区分した。

表 2 果実肥大調査用側枝の概要
1

詳場失区

融雪促進区

イス1嘘翅牧
備考

cm

上枝  12 192  162-222  6   25   1樹 当たり1～ 2倶1肢調査
果    %

下オ支
y 15  82   71-91  7   25

′′

_□ げ 上枝 181部  167-203 6 M   ′′
メ」 ‖早 12ゝ ~T「

オ支
ソ 18  76   57-88   7    25        ′′

(注 )y:雪害程度が無～微 [樹皮にひび割れ]の枝
z:(調 査枝に着生 している着果数 )÷ (調査枝の頂芽数)で算出した。
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3.結果
3.1 積雪深の推移

りんご試験場で観測した 9時積雪深は 3月 2日 に最大積雪深 160 cmを記録し、平年の消雪日 (融

雪を促進 していないほ場において、その 70～ 80%が積雪深 O cmと なった日)の 3月 29日 でも

82 cmであった (図 1)。 消雪日は、4月 12日

と平年より14日 遅れた。

樹冠下の融雪は融雪促進区が対照区より

早く、4月 4日 には融雪促進区で最下位の枝

まで完全に露出していたが、対照区では下

枝の中間部から先端部がまだ雪中に埋まっ

ていた (図 2)。 また、樹冠下の 70～ 80%

が積雪深 O cmと なったのは、融雪促進区で 4

月 6日 頃であ り、対照区では融雪促進区よ

り3日程度遅れた 4月 9日 頃であった。

対照区 融雪促進区

図 2 2005年 4月 4日 の融雪状況

3.2 開花状況

対照区における開花始め及び 70%開花日は、上枝でそれぞれ 5月 15日 頃、5月 20日 頃であっ

たが、下枝ではそれぞれ 5月 19日 頃、5月 24日 頃であり、いずれも上枝よりも4日 程度遅れた

(図 3、 図 4)。 これに対 して、融雪促進区では、上枝と下枝で開花状況に差が見られず、開花始

め及び 70%開花日は、それぞれ 5月 15日 頃、5月 20日 頃であり、対照区の上枝とほぼ同じであっ

た (図 3、 図 4)。

節

200

9
時
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雷
深

100

―-2005年
・… 平 年 (1071‐ 2000年 )

/01   1/15    2/01  2/15  3/01  3/15    4/01  4/15

層 日 (月 /日 )

図 1 9時積雪深の推移
(青森県農林総研りんご試験場)
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-0-対 照区(下 枝 )

6/21   5/24   5/27   5/30     0/13

調査月 日 (月 /日 )

図 3 開花の経過

図 4 開花状況 (2005年 5月 19日 撮影 )
注)A:対照区、B:融雪促進区

3.3 果実肥大

対照区における下枝の果実の横径は、調査開始時の 6月

17日 から最終調査時の 10月 25日 まで、上枝の果実より

有意に小さく、融雪促進区の上枝及び下枝の果実よりも有

意に小さかった (表 3)。

これに対 し、融雪促進区における下枝の果実の横径は、

調査開始時の 6月 17日 ～ 7月 4日 では上枝の果実より有

意に小さかったが、7月 19日 調査時以降、有意差が認め

られず、上枝の果実とほぼ同等の大きさであった (表 3)。

玉数割合は、対照区において、上枝 と下枝でかなり異

なった様相を示し、下枝で 50玉以下の小さい果実の割合

-4-

表 3 果実肥大 (横径)の経過
区  融雪促進区 対照区

調査日   上枝  下枝  上枝  下枝

6/17     2.32 2  2.14 b  2.32 a   l.96 1

7/04     3.65 a  3.53 b  3.63 ab  3.29 c

7/19     4.77 ab 4.69 b  4.82 a   4.41  C

8/02     5.82 a  5.70 a  5.73 a   5.36 b

8/17     6.64 a  6.55 a  6.51 a  6.15 b

8/30     7.24 a  7.16 a  7.13 a  6.81 b

9/21     7.96 a  7.89 a  7.84‐  a   7.53 b

10/25     8.59 a  8.49 a  8.44 a   8.14 b

注 )数値の右側の異なるアル ファベ ッ トは Tttcン の

多重比較で 5%水 準で有意差があることを示す .



%

が非常に高かった。また、良品果である 32～

36玉の割合が約 20%であり、上枝の 64%に比

べ著 しく低 く、同一樹内の玉揃いが悪かった

(図 5)。 これに対し、融雪促進区では、下枝が

上枝よりも50玉以下の割合が高かったものの、

32～ 36玉の割合が上枝 と下枝とも約 62%と

同等であり、対照区よりも同一樹内の玉揃い

が良かった (図 5)。

割

合

100

m

m

m

20

0

果,計3径

≧28五 (>926m)
32玉  (`925¨ )

30玉  (く 870m)
40玉  〈く840国 )
46玉  (く 820m)
≦50玉 (く 800m)

校

寸

下

タ

上技  下校  上校
圏 区  融雷促遮区

図 5 玉数別割合
4.翼多察                      注)玉数(10 kg詰 )は最終調査時の果実横径で区分した。

2005年 の大雪は、青森県内のリンゴ園に甚

大な被害をもたらしたばかりでなく、同一樹内で雪に長期間埋まっていた下枝の開花が埋まって

いなかった上枝より明らかに遅れた。同様の現象は、秋田県において、1974年の大雪後で観察

されたことが報告されているが (鈴木ら、1975)、 具体的なデータが示されていない。本報告は、

大雪後に同一のリンゴ樹の上枝と下枝で観察された春先の生育差及び果実肥大に及ぼす影響を調

査した数少ない事例であると思われた。

融雪の遅れが農作物の生育の及ぼす影響については、大沼 (1976)がオーチヤー ドグラスを供

試し、消雪を早めないと、融雪促進剤の使用により消雪を早めた場合よりも生育が不良であり、

収量も少なくなることを報告している。本調査でも、雪に長期間埋もれていた下枝が、埋もれな

かった上枝よりも開花が遅延し、果実肥大も抑制され、小玉果の割合が高まった。しかし、融雪

促進剤を使用して、下枝を早期に雪面上に露出させると、開花の遅延が見られず、果実肥大が良く、

同一樹内の玉揃いも良かった。このことから、2005年 のように、3月上旬になっても下枝が雪に

埋まっている条件下で、大きさの揃った肥大が良好な果実を生産するためには、速やかに融雪促

進剤を散布して園地の融雪を早め、同一樹内の開花を揃えることが有効であると思われた。

しかしながら、本調査では、同一樹内の上枝と下枝の生育差が生じる要因は明らかにできなかっ

た。このような同一樹内での生育差が、単に着生している芽が受ける温量の違いによるものか今

後確認する必要があるものと思われた。

謝 辞

本研究の遂行にあたって、ご協力をいただいた青森県農林総合研究センターリんご試験場栽培

部の職員一同に感謝の意を表する。

引用文献

1)青森県農林水産部りんご果樹課,2006:平成 17年豪雪によるりんご災害と対策 ,り んご果樹

課資料 383号 .

2)大沼匡之,1976:農耕地の融雪促進の実用化に関する研究,農業気象,32,33-4.

3)鈴木 宏,丹野貞男,久米靖穂,田 口辰雄,丹波仁,1975:秋田県における昭和 49年豪雪
による果樹の被害実態調査,秋田果樹試研報,7.79-125.

-5-

日
|ミ l

l日ll

lagl
l.ll

□



水を通すタンパク質・アクアポリンのイネでの発現と機能解析

○桜井淳子 1,2、 村井麻理 1、 前島正義 3、 上村松生 2

(1東北農業研究センタ_、 2岩手大学連合農学研究科・寒冷バイオシステム研究センター、

3名古屋大学生命農学研究科)

1.は じめに

近年、種々の異常気象が発生し、それらが作物の生育。収量に与える影響が懸念されている。我々

のグループでは、温度ストレスが作物の水分生理に与える影響 (水ストレス)に焦点を当て、イ

ネを対象作物とし水ストレス発生メカニズムとその回避策を探るため研究を行っている。1992年

に世界で初めてアクアポリンという水を通すタンパク質が動物で発見され、その後、植物にも同

様のタンパク質が見いだされ、水分生理に重要な役割を果たすことが明らかになりつつある。そ

こで本研究では、このアク

アポリンに着目し、水ス ト

レス発生メカニズムの解明

を目指して、まずイネアク

アポリンの諸性質を明らか

にするため実験を行った。

イネには 33種類アクアポ

リン遺伝子が存在すること

をすでに明らかにしている

(Sakurd et」 .2005、  図 1)
が、本発表ではそれらのア

クアポリンのイネ体内での

l  NIP

TIP

OsN:P2:2

OoN:P3:1

Nodulin 26・ llke

tntrinsic Protein

OsSIP2;1

OsS:Pl:1

Tonoplast lntrinsic

Protein

OsNiP3:3

OsPiP2;8

OsPIPl:3
OsP:Pl,1
0sPiPl;2

08PIP2;7

C)sPiP2;6

plP

0.1

発現 。局在特性および水透     図 1 イネの 33種類のアクアポリンの系統樹解析
:局 1活性 について報告す る^  33種 類のイネアクアポリン遺伝子推定アミノ酸配列をもとにクラスター解析~́…… ~｀
~ ‐

``′
H`′ ~ψ
   を行った。バーは 10%のアミノ酸変異を示す。

2.材料と方法
イネは品種あきたこまちを用い、人工気象室 (明期 12時間 (25℃ )、 暗期 12時間 (20℃ )、 450

脚 s‐
lm-2、 相対湿度 75%)にて水耕栽培を行った。分げつ初期から登熟中期まで、随時、葉身と

根をサンプリングして RNAを 抽出した。抽出は RNAeasy Plant Mhi Kit(QIAGEN社 )を用いて

行い、RT‐PCR法 にてアクアポリン遺伝子発現量を解析 した。また分げつ盛期の根におけるアク

アポリン局在を解析するため、根端側の根組織をFAA液にて固定後、パラフィンに包埋 し、ミク

ロトームで 20脚の厚さの横断切片を作成した。この切片に対し、アクアポリン抗体を一次抗体、

HRP噛蔽ed protttA抗 体を二次抗体として反応させ、DABで染色を行った後、光学顕微鏡で観
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察した。またアクアポリンの水透過活性を解析するため、個々のアクアポリン遺伝子を酵母で発

現させた後、酵母から粗膜画分を調整し、ストップトフロー法にて測定を行った。

3.結果および考察

33種類のイネアクアポリンは器官によって異なる発現パターンを示した。OsPIPl;1,0劇2;

1な どは葉身、根で同程度に発現していたのに対し、OsPI″ :3,OsPIP2;4,OsTIP2;1な どは根

特異的に発現していた。またOsPIP2;7,OsTIPl:2の ように葉身で多く発現しているものもあった。

また根で多く発現するアクアポリンに着目し、それらの抗体を根の横断切片に対して反応させた

ところ、OsPIP2:1の ように内皮細胞に特に多く局在しているものがある一方で、Os■Pl;1の

ように内皮細胞の他、表皮・外皮細胞にも多く局在しているものもあり、アクアポリンの種類に

よって、局在パターンが異なることが明らかとなった。これらの結果から、33種類のイネアクア

ポリンが、イネ体内で果たす役割は一様ではなく、器官・組織・細胞レベルで異なる局在性を示し、

異なる役割を担っている可能性が示された。

また、主要なアクアポリン数種について、個別に水透過活性を測定 したところ、OsPI″ ;1,

OsPIP2;4,OsPIP2;5の ように水透過活性の高いものと、OsPIPl;1,OsPIPl;2の ように水透

過活性の低いものが存在することが明らかとなった。水透過活性の低いアクアポリンについては、

水以外の別の輸送基質を輸送するアクアポリンなのか、あるいはタンパク質レベルでの活性が抑

制されているといった可能性が考えられる。

4.参考文献
Sakur」 et」。(2005)Identinca■ on of 33 Rice Aquapo五 1l Genes ald Analysis of■1leir Expression

and FunctiOn.2Jαπ′α%α ει〃′%ッsあ146(9)1568-1577
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本研究成果の一部は、文部科学省科学研究費補助金 (No■7780196)お よび新技術 。新分野創出

のための基礎研究推進事業の助成を受けて行ったものである。
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イネの穂分化における感光性と地上部感温性との関係

○長菅輝義・・岡田益己・・阿部宏司
韓・庄野浩資“。中村浩史・

(東北農業研究センター・・岩手大学農学部“)

1.は じめに

イネの発育 (出穂、幼穂形成)は 日長と温度によって支配される。イネの発育の早晩性を構成

する基本栄養成長性、感光性、感温性のうち、これまでの研究から温度条件の中でも水温が基本

栄養成長性を、また気温は感温性をそれぞれ支配することを確認した。ただし、将来の温暖化環

境下での早晩性の変化を予測するためには温度反応特性だけでなくこれと感光性との相互関係を

定量的に理解することも極めて重要である。

本研究では、穂分化における感光性の発現時期とこれに及ぼす気温の影響 (地上部感温性)と

の相互関係を把握するため、日長と気温条件を制御したビニルハウス間でイネを移動させた場合

の出芽から幼穂形成期までの日数の変化を解析 した。

2.材料と方法
実験は夏至を過ぎて日照時間が減少し始める 2006年 7-9月 に行った。あきたこまちを供試し、

7月 7日 に播種、7月 9日 に出芽した。幼苗が約 4葉齢 (未展開葉を含む)に達した 7月 18日 に

1/10000ポ ットヘ 12個体ずつ移植 した。基肥 として 1ポ ットあたりN:0.6g、 P205:1.2g、

K20:0.8gずつ加えた。

出芽直後より気温および日長処理を開始した。日長処理区として、24hr日 長区 (白熱ランプに

て夜間照明)と 自然日長区 (調査期間の平均日長は 13時間 47分 )、 また、温度処理区として自

然気温区 (調査期間の平均気温は 23.7℃ )と 高温区 (暖房を用いて自然気温 +4℃ に制御。調査

期間の平均気温は 27.6℃ )を設け、これらを組み合わせて日長および気温条件がそれぞれ異なる

4つのビニルハウスを作成し、実験に供試した。また、各ハウスとも水温 21.5℃ に制御した水槽

内で植物体を生育させ、基本栄養成長を統一させた。この際、幼穂形成期まで生長点を水中に浸

すため、ポットの土壌表面が水深 6 cm(出芽後 8日 間は l cm)の位置にくるようにポットを沈めた。

移植直後より7日 間隔で 24hr日 長区から自然日長区へ 3ポ ットずつ移動させた。また、対照と

して移動無しのポットを各ハウスに準備した。幼穂形成期の数日前頃より各ポットから約 2個体

を 1～ 2日 おきにサンプルし、幼穂長を調査。調査日と幼穂長との関係式より幼穂長 1.5皿の日

を推定し、幼穂形成期とした。

3.結果と考察
第 1図には、24hr日 長・高温および 24hr日 長・自然気温ハウスから自然日長・高温ハウス (A)

および自然日長・自然気温ハウス (B)へ定期的に移動させた場合の出芽から幼穂形成期までの

日数の変化を示した。6葉齢期までは移動前後の温度および日長条件に関係なく出芽から幼穂形
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図24hr日 長・高温  → 自然日長・高温
□24hr日 長・自然気温→ 自然日長・高温

旦a 匡 b。 匡 aC匡 bC 」 d 彙 。

＞
　
　
　
　
轟
田
ｅ
ｐ
椰

Ｇ
　

棗
侵
ミ
絆
Ｓ
゛
′Ｒ
休
ヨ

８０

６０

４０

２０

轟
□
ｅ
ｐ
椰

怪
簗
鍵
Ｓ
゛
′Ｒ
林
ヨ

(A)

100

0

皿

5.0    6.2    7.4    8.3

移動時の葉齢

κ
皿

第 1図  日長および気温処理間のポット移動に伴う出芽から幼穂形成期までの日数の変化。異
なる英字はポット移動時期間の幼穂形成期に 5%水準の有意差があることを示す。下線
のある英字は移動前が高温区の結果を示す。

成期までの日数は概ね 45日 で一定だったが、

7葉齢期以降では移動時期の遅延に伴って幼

穂形成期までの日数も増加した (第 1図 )。 こ

れは、あきたこまちでは 7葉齢期以降より長

日条件を感知して幼穂形成を遅延させたこと

を示唆する。また、このときの温度条件に注

目すると、高温条件は 7葉齢期以降の移動に

おいて僅かながら幼穂形成を促進したものの

これらの影響がみるれたのは移動前が高温条

件の場合であり、移動後の高温条件が幼穂形

成に及ぼす影響は極めて小さかった (第 1図 )。

幼穂形成期までの日数における温度の影響は

24hr日 長条件下で発現するのではないかと考

え、各ハウスの対照区の結果を比較したところ、24hr日 長条件下で生育したイネでは高温区の方

が自然気温区よりも早く幼穂が形成されたのに対 して、自然日長条件下で生育したイネでは両温

度区とも同時期に幼穂が形成された (第 2図 )。

以上より、イネ (特にあきたこまち)の幼穂形成における感光性は 7葉齢期以降より発現 し、

この時期が長日条件の場合には高温条件ほど幼穂形成を促進することが示唆される。

自然日長 40
高温

5.0    6.1    7.4

移動時の葉齢

自然日長 40

自然気温

自然気温  高温  自然気温  高温
自然日長      24hr日 長

第 2図 幼穂形成に及ぼす日長および気温の
影響。異なる英字はポット移動時期

間の幼穂形成期に 5%水準の有意差
があることを示す。下線のある英字
は移動前が高温区の結果を示す。

轟
回
ｅ
ｐ
椰

蒙
侵
簗
鍵
Ｓ
゛
′Ｒ
株
ヨ

‖

□ 24hr日 長・高温  → 自然日長・自然気温

□24hr日 長・自然気温 → 自然日長・自然気温

」d

bb Q・aa  aa  aa  aa

-9-



水稲の穂ばらみ期低温障害不稔に及ぼす栄養生長期の温度影響

下野裕之,岡田益己,神田英司 (東北農研),荒川市郎 (福島農総セ)

1.は じめに
水稲の穂ばらみ期低温障害不稔は、穂ばらみ期の温度だけではなく、それ以前の環境条件に左

右される。栄養生長期の窒素吸収や幼穂形成期から穂ばらみ期 (小胞子形成期)の前歴温度の影
響などが既に知られており、ともに減肥あるいは前歴深水管理による不稔軽減技術として確立し

ている。一方、良質苗育成や疎植など穂が形成される以前の生育初中期の管理が、篤農家技術と

して注目されているものの、その作用メカニズムは明らかでない。ここでは、幼穂形成期以前の

温度履歴に着目して、穂ばらみ期低温障害不稔との関係を論ずる。

2.材料と方法
ポット栽培した水稲品種ササニシキに対 して、幼穂形成期前約 4～ 1週間に気温と水温を処理
した後、幼穂形成期以降から出穂終了まで冷水深水 (19.5℃ 、水深 30 cm)で障害不稔を発生させた。
2004年 は対照に対 して低水温処理ならびに晩播を加えて、それぞれ 2水準の C02濃度で実験した。
2005年 は対照に対して低気温と低水温処理ならびに低気温に対して水温上昇処理を行った。これ

らの実験で得られた結果を、冷害時の圃場データに対して検証するために、冷害年 (1980,1993,

19器,2003年)に東北地域 8地点で観測された不稔歩合と近隣のアメダスデータを利用した。

3.結果と考察
1)不稔歩合は、年次、C02濃度条件を超えて、低水
温区で対照区より有意に高まった。また気温、水温

ともに高かった晩播区では不稔歩合が低下した (図

1)。

2)栄養生長期の低気温処理により、不稔歩合は増加
した。しかし低気温下でも水温を上昇させることに

より、不稔歩合は低下した (図 2)。

3)こ れらの結果を栄養生長期 (移植～幼穂形成期 )
の水温で整理すると、不稔歩合と水温との間に高い

負の相関が得られ、栄養生長期の水温が低いほど不

80

40

30

■Ambient(2004)

□Elovat“ (2004)
□Ambiont r2005ヽ（ゞ

）
む
〓〓
ｏ
ち
も
一Φ
ヱ
一０
∽

稔歩合は増加した (図 3)。                  ∞nt  Low― Tw btehning

4)幼穂形成期～出穂期までの気温 (ア メダス)と低    M4 を加田′_も ,キ ス栞塾
`L△温感受性のステージ別重み係数を用いて冷却度    四 : 宙型蝙 =L。・′‐・ 椰 タロ

(CDD)を 求めた。冷却度と不稔歩合の関係は、年     90nti#照 )Low‐lF:低水温、
次ごとに一定の トレンドを持ってばらついた (図 4     嫁驚毛寵

1::Tttc02濃
度

a)。 すなわち、同一年次の不稔歩合は、冷却度と     Elevated:標 準+200ppm
おおむね直線的な関係にあるが、 年次間でその傾
向は異なった。

5)同図の全データに対する回帰直線からの偏差を求めたところ、栄養生長期の気温と負の相関
が得られ、年次間のばらつきを栄養生長期の気温の違いで説明できた (図 4b)。 すなわち栄
養生長期の気温が低いほど、不稔歩合が増加し、冷却度が同じであっても不稔歩合が上昇した

と考える。なお各地のデータには水温が観測されていないため、水温は気温と平衡状態にある

と仮定して、気温で整理した。

6)地域間のばらつきも同様の整理方法で説明できた (図 5)。
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回帰直線からの偏差と栄養生長期
気温との関係 (品種 :ササニシキ)
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と不稔歩合の関係、(b)図 (a)の
回帰直線からの偏差と栄養生長期
気温との関係 (品種 :ササニシキ、

宮城県古川市)

4.ま とめ
以上から、幼穂形成期以前の栄養生長期の温度とくに水温が穂ばらみ期の低温障害不稔に作用

すると考える。
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地域の気象条件から見た寒締めホウレンソウの出荷マップ

○荒川市郎 。濱寄孝弘・・岡田益己
韓

(福島県農業総合センター会津地域研究所 。

・北海道農業研究センター・“東北農業研究センター)

1.は じめに
北国の冬の寒さを利用して、ホウレンソウの糖濃度やビタミン含量を上昇させる「寒締め栽培」

の普及にあたっては、ホウレンソウが出荷サイズまで生長することと低温に遭遇する時期の早晩

によって、出荷時期が決定される。ホウレンソウの生長は、播種期とハウス管理の方法である程

度コントロールできるが、低温遭遇時期は地域の自然条件に左右される。

福島県は、内陸部で積雪地帯である会津地方から太平洋に向かって中通り、浜通りと地域が分

かれており、さらに山間部と平坦部にそれぞれ農地があり、多様な気象条件を有している。

本研究では、福島県の各地域で寒締めホウレンソウを栽培した場合の出荷可能時期について、

気温の低下に伴うハウス内地温を推定することで、寒締め開始の地域性を検討した。また、本県

と類似の気象条件を有する地域を推定し、産地の競合の可能性を検討した。

2.試験研究方法
(1)寒締め開始期の推定

寒締めの開始時期については、岡田らの方法に基づき前 5日 間のハウス内の地温が 8℃ を下

回る初日として推定した。一般にはハウス内地温の測定値が得られないため、外気温からハウ

ス内地温を次式 (Tsoiln=aT」rn+b Tsoiln-1+c(こ こで、nは n日 日、n-1は その前日を意

味する a=0.34,b=0.66,c=1.17)を 用いて間接的に推定した。計算に使用 した気温は、気象庁の

AMeDASの 日平均気温の準平年値を利用した。
ア 福島県内における地域性の推定
福島県内の AMeDASの観測点のなかから平均気温を観測している地点を抽出し、農耕地が存
在する地点のみを計算した。計算結果は、中通り、浜通り、会津地方に区分し、さらにその地域

を標高 400m以上の高冷地と平坦部に分けて集計した。
イ 全国規模からみた地域性の推定
福島県内と同様の方法で、全国の AMeDAS観測点の中から北海道、青森、岩手、宮城は各 1カ所、
関東以西は寒締めが可能と思われる代表的な地点を抽出して、推定を試みた。

3,結果および考察
(1)福島県内における地域性の推定
地温からみた寒締め開始期は、会津山間では 11月 中旬から下旬、会津平坦部では 12月 上旬と

推定される。同様に中通りでは、山間部が 11月 下旬から12月 上旬、平坦部が 12月 上旬から中旬、

浜通りでは山間部が 12月 の始め、平坦北部が 12月 中旬、南部が下旬から 1月 上旬と推定される。

山間部と平坦部の差は、会津地方が小さく中通り、浜通りでは大きくなった。この期間会津地方

は曇天の日が多く日照時間が少ないのに対 して、中通りおよび浜通りは晴天の日が多く日照時間

が多くなると同時に夜間の放射冷却により最低気温が低下するためと考えられる。

地温の低下による寒締め開始期のみから福島県内における寒締めホウレンソウの出荷可能時期
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を推定した場合、会津地方の山間部が最も早く出荷できる可能性を有していると考えられる。こ

の地域は、降雪が早く多雪地帯であることを考慮すると、年内の早期出荷が有利と考えられる。

また、会津平坦部も中通りの山間部と同じ時期に寒締めの開始が可能である。

一方、中通 りや浜通りの山間部も 12月 には寒締め開始が可能であり年内出荷が期待できるが

平坦部では太平洋側ほど遅くなり、早期出荷の可能性が低 くなる。しかし、これらの地域は降雪

量が少ないことから、冬期間にハウス内のホウレンソウを順次出荷することが可能であり、長期

間出荷可能と推察される。

(2)全国規模からみた地域性の推定

県内と同様の方法で国内の主要地域の寒締め開始期を推定すると、札幌や群馬県の田代 (嬬恋

村)は福島県の桧原と同様 11月 中旬となり、最も早 く寒締めホウレンソウを出荷できる可能性

がある。また、北東北の青森や盛岡、長野県の野沢温泉は、福島県の会津山間部と同様に 11月

下旬には寒締め開始期となる。西日本で同様の地域は、岐阜県高山である。

群馬県沼田や河口湖、長野は、会津平坦部部や中通り。浜通り山間部と同様に 12月 上旬とな

る。仙台や甲府は、中通り平坦部と同様に 12月 中旬となり、西日本では広島県の三次、熊本県

の阿蘇がこれに相当する。水戸や前橋は、浜通り平坦部と同様に 12月 下旬から1月 上旬となる。

以上の結果、本県の地域別の寒締め開始時期と他県を比較すると、それぞれ競合する地域があ

り、特に冬期間の野菜産地である関東と競合する地域は、生産物の出荷先や販売方法を工夫する

必要がある。

(3)今後の課題

本研究では、気温を基にハウス内の 10 cm地温を推定し、寒締め開始期から出荷の早晩を推定

したが、気温と地温の関係式について、関東以西での適合性を検証していない。また、地温の推

定式は、ハウス内を想定しており、関東以西では露地栽培となる可能性もあることから、地温の

推定方法を再検討する必要がある。さらに、今回は準平年値を用いて推定を行ったが、毎年の実

測値を用い寒締めの効果を検証するとともに脱馴化のリスクを考慮し、出荷可能期間とその安定

性を検証する必要がある。

本研究では、県内の地域別の寒締め開始期を推定することで、出荷時期の目安を明らかにした

が、この時期までに出荷サイズまで生長するよう播種期やハウス管理情報を提供する「生長シナ

リオ」、糖度を上昇させる「環境調節シナリオ」と組み合わせて、地域の栽培指針策定を支援 し

てゆきたい。

表 1 福島県内における寒締め開始期の地域間差   表2 国内の主要地域の寒締め開始期

地域区分
時  期  東 日本 西日本

め 観測点 日

中通 り

ll.17

11.23

1125
11.26

11.27

11 29

1124
12 1
123

田
南
猪 苗

津
方
松

会
多
西
喜
若

11月 中旬
11月 下旬
12月 上旬
12月 中旬
12月 下旬
1月 上旬

札幌、日代 (嬬恋村 )

青森、盛岡、野沢温泉、

沼田、河口湖、長野

仙台、甲府、

水戸、

前橋

高 山

二次 (広島)、 高森 (阿蘇 )

関ヶ原

飯  舘
川  内

126
1212
12.12

124
1213
1218

1220
12.20

12.21

12.31

浜通 り l130
12 1
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会津地域における小麦「ゆきちから」の品質と改善方策

○荒川市郎・渡部 隆
(福島県農業総合センター会津地域研究所 )

1.は じめに
水稲・麦 。大豆 。そば等の土地利用型作物は、担い手への農地集積や集落営農推進上重要な作
物である。水田が多い福島県会津地方は、かつて水田裏作麦の生産が盛んであったが、水稲の機
械移植の普及に伴い作付が激減した。その後、生産調整の拡大により大麦が生産されたが、品質。

収量が低 く、飼料麦となっていた。飼料麦制度が廃止となり大麦の作付は減少したが、地場産小
麦のニーズに応えるため、地域の担い手に転換畑を集積し、小麦の生産が行われてきた。しかし、
会津地方の小麦は、播種期の雨や長期の積雪により単収が低 く、品質 。加工適性の点でも実需者
の期待に応えられないでいる。
小麦新品種「ゆきちから」は、耐寒雪性が高く、高タンパクであるため、パン用や中華麺用小
麦粉の原料として期待され、会津地方を中心に作付が拡大している。
会津地方の小麦生産を品質 。加工適性・収量の面から安定させることは、土地利用型作物の担
い手の所得確保上重要な課題であるが、これまでの栽培技術は、単収の安定化に注目したものが
多く、大面積の栽培における普及の可能性や加工適性の安定化を検討したものは少なかった。渡
部ら (2006)は 、会津地方におけるゆきちからの収量 。品質の安定化対策として、従来の適期よ
り早く播種する播種法について検討し、収量および子実のタンパク質含量を安定させる方法を開
発した。

本研究では、会津地方における小麦生産の現状と、渡部らが開発した早期播種法の作業可能面
積と加工適性に及ぼす効果について検討したので報告する。

2.試験研究方法
(1)ゆ きちからの普及と加工適性
ゆきちからの生産状況については、福島県農林水産部および会津農林事務所の統計資料を利用
した。加工適性については、パンや中華麺の特性に最も関連するタンパク質含量について、東北
地域麦類生産振興協議会の 2005年分析値を元に、東北地域および県内の他の地域と比較した。
(2)早期播種のシミュレーション
小麦と他の土地利用型作物との作業体系については、会津坂下町の担い手農家を参考とした。
荒川 (1989)の方法に従い、会津地方の小麦の播種作業可能日数を算出し、早期播種と通常の
播種期の場合の播種面積を試算 した。作業可能日数の試算は、AMeDAS喜多方の 1976年 から
2006年 までの日別降水量を使用し、茨城県農業試験場 (19部)の基準に従い計算した。
早期播種による収量および品質に対する効果は、渡部ら (2006)に 従い評価した。

3.結果および考察
(1)小麦生産の現状
ア 栽培面積および収量 。品質
会津地方における2∞6年産小麦の播種面積は、227haで県全体の約 50%に相当する。また、
作付の約 90%が水田転換畑に作付されている。作付品種の 90%がアオバコムギで 10%がゆきち
からであるが、ゆきちからへの転換が急速に進んでおり、2006年 の計画では前年の 3倍になると
予想されている。
小麦の 10a当たり収量は、89聴 と県平均の 50%、 生産量は 201t、 検査数量は 159tと 少ない。
また、 1等の数量が 7t、 割合にして 4%に とどまっている。これらのことから、会津地方にお
ける小麦の生産は、転換畑を中心とし、ゆきちからへの転換が進んでいることが伺える。
会津産ゆきちからのタンパク質含量は、カナダ産の lCWや青森県、秋田県、宮城県古川産に
比べ低く、同じ県内の相馬産よりも低い傾向にある (図 1)。

(2)早期播種のシミュレーション
会津地域における小麦生産農家の秋作業は、主要作物である水稲の収穫と重なり、さらに 10月

後半はそばの収穫作業と重なるため、年によって播種作業が大幅に遅れ、収量・品質の低下を助
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長している。

渡部らの提言に基づき9月 中旬から播種する早期播種を導入した場合の作業可能日数は、表 1
のとおりである。9月 第 3半旬と第 4半旬の作業可能日数は、それぞれ 3.2,3.5日 であり、この
期間の播種可能面積を50ps級のトラクタを前提に試算すると、11.4haと なる。この期間は、水
稲の主要品種であるコシヒカリの収穫と競合せず、そばの収穫とも競合しないため、小麦の播種

作業に専念できる。
渡部らの試験結果に基づき、早期播種による単収と品質を水稲収穫後の 10月 3半旬に播種した
ものと比較すると、成熟期で4日 の前進、単収で、20～ 25聴、生産量で 22.8～ 28.5t、 子実の
タンパク質含量では 1%の向上になり、作業の競合回避のみでなく、生産量・品質の向上が期待
できる。
以上のことから、会津地方における小麦ゆきちからの安定生産のためには、担い手農家の作業

競合を回避できる早期播種の導入が有効と考えられる。この技術の有効性について、本年度から

先端技術を活用した農林水産高度化事業の支援をうけて、実際の規模での生産から製粉の実証を

行い、効果を検証する予定である。

地域別の蛋白質含量

´び 絆 Sア ド 酸 グ

図 1 産地別のゆきちからのタンパク質含量
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気象予測データを用いた水稲危険期予測情報

菅野洋光 。川方俊和・神田英司・小林 隆・矢島正晴 (東北農業研究センター)

竹川元章 。安田宏明・遠藤洋和 (仙台管区気象台)

石田寛人・岡村晴美 (日本気象協会)

1.は じめに

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業プロジェクト「やませ気象下の水稲生育 。被害予

測モデルと冷害回避技術の開発」では、東北農業研究センターを研究中核機関、青森、岩手、宮城、

福島の各県とJA岩手、日本気象協会を共同研究機関として、気象予測データを利用した冷害回

避技術の開発を進めている。今年は最終年度であり、webでの水稲冷害回避情報システムを構築

中である。ここでは、水稲生育予測モデルに気象予測データを用いた事例などについてご報告す

る。

2.方法

予測データは、RSMデータ (51時 間先)と GSMデータ (192時 間先)を 日本気象協会の局地

気象モデルを用いて東北地方に l kmメ ッシュ展開したものと、仙台管区気象台から配信される東

北地方 21地点の 9日先までの気温予測値をそれぞれ別個に用いている。

今回は、出穂期予測モデルに、当該日以前については気温の実況値を、以降については気温予

測値と実測値 (すなわち結果)を入れてシミュレーションを行い、気温予測値を用いることの有

意性を検証した。

図 1に は、仙台における 2006年

夏季の日平均気温実況値と平年値、

および日積算日照時間を示す。2006

年夏季は、7月 まで日照不足が著し

かったが、8月 は高温傾向となり、

夏季の平均気温としてはやや高めと

なった。今回は、7月 下旬の低温に

着 目して、7月 28日 12Zイ ニシャ

ルの予測データを用いて、予測デー

タを用いた場合の水稲生育予測およ

び深水管理警報情報について検討し

た。

・
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図 1 仙台における2006年夏季の日平均気温実況値 0
平年値 (上)および日積算日照時間 (下 )
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3.結果

図 2に は 2006年 7月 における

気温実況値 。平年値 。予測値お

よびそれらを用いた場合の水稲

生育予測結果を示す。7月 29日

～ 8月 6日 まで気温実測値 と予

測値が同時にプロットされてい

るが、5日先まで予測値が気温を

極めてよく再現 していることが

分かる。その結果、DVIイ ンデッ

クスも気温平年値を用いた推定

値より気温実測値を用いた計算

結果とよく一致した値を示 して

いる。

308

:2o
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図2 2006年 7月 における気温実況値・平年値・
予測値 (下)を用いた場合の水稲生育予測
結果 (上 )

図 3に は、7月 28日 12Zイ ニシャルの気温予測デー

タを用いて 7月 30日 の日平均気温予測値を求め、深

水管理警報画面としたものを示す。紫が 17℃ 以下、

水色が 17～ 20℃ 、黄緑が 20～ 22℃、赤が 22℃ 以上

である。この時期は穂ばらみ期に相当してお り、概

ね 20℃以下の日平均気温が 5日 以上続 くと不稔の発

生が危惧される。気温予測 3日 後の 30日 で、下北半

島は 17℃ 以下、青森県東部から岩手県北部および高

標高地帯では 20℃以下の日平均気温が予測されてお

り、深水潅漑を行った方が良いことが分かる。

以上については、「先端技術を活用した農林水産研

究高度化事業プロジェクト」による研究成果として、

2007年春からweb情報として運用・情報発信される

予定である。

15  16  17  10  ■9  20  21  22

06●728 72h forecc、st(7/30,

図 3 気温予測値を用いた深水管理警報例
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降雹予測の可能性について

渡 邊   明
(福島大学 。理工)

1.は じめに             150
第 1図は 1970年から2000年 ま

でに福島県内で発生した気象災害   100
の頻度分布を示 したものである。

福島県内における気象災害のうち   50
最も多いのは豪雨による災害で、   0
ついで強風害、雷害が多く、4番

目に雹害が発生しており、平均し

て年 2.7回程度の雹害を受けてい

る。降雹予測は現在の気象予測で

は実現していない。が、発達した

積雲が発生する場合に降雹による

第 1図

注意がだされている。また、Now castして radど による降水セルの移動予測が 3時間先を目標に

なされているが、降雹現象が含むか含まないかは情報として存在 しない。そこで、雲解像数値モ

デルである CReSSを用いてその予測可能性を検討したのでその結果を報告する。

2.事例解析結果
福島県では 2004年 6月 28日 から29日 にかけて福島県内 16市町村で降雹が発現し、水稲、葉

たばこ、リンゴ、ブドウなど果樹、キュウリなどの野菜、ビニールハウスなど全体で 1億 816万

円の損害がでた。もちろん降雹予測が可能であっても、これらの作物のうち防除できるものは限

られているが、防除の可能性を最大限生かすためにも予測の可能性を探ることが必要である。

第 2図 は 2004年 6月 28日 9時の地上天気

図である。本州南岸に梅雨前線が停滞 し、房

総半島付近にかかっている。福島県の地上付

近ではオホーツク海高気圧から流出した北東

風と梅雨前線南部の高気圧から噴出す南西風

の間に位置している。

第 3図 に仙台で観測した 2004年 6月 27日 9

時から28日 9時までの相当温位の分布を示す。

この間の全ての観測が高度 l km付近に暖湿大

気が侵入 してお り、その上部の高度 4 km付近

に乾燥冷気が侵入 し、この 2高度間で顕者な

対流不安定が出現 している。従って不安定層

高は 5 km程度となっている。従って、高度 6

bか ら7肺程度までの積雲が形成された可能  第 2図 2004年 6月 28日 9時の地上天気図
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第 3図 2004年 6月 27日 9時 から28日 9時
までの相当温位の鉛直分布
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性を示している。

この原因を探るために、この間の風の東

西、南北成分を第 4図に示す。東西成分で

は特に器 日3時に高度 4 km付近に風速が

急速に弱くなっている両域が出現すると同

時に、その上部で相対的に風速が強くなっ

ている特徴的な鉛直構造を示している。ま

た、風の南北成分でも高度 4 km付近では風

が弱 くなってお り、27日 21時 から28日

3時にかけて、その上部 6 kmか ら8 kmに か

けて強化していることが分かる。したがっ

て、この対流不安定が地上 500m以下では

オホーツク海高気圧からの冷気が原因で低
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4図 2004年 6月 27日 9時から28日 9時までの風の東西成分 (左図)と
南北成分 (右図)の鉛直分布

温化しており、その上部に大平洋高気圧の暖気が侵入し、さらに高度 4 km付近に乾燥寒冷大気が

侵入することによって対流不安定が強化したものと考えられる。また、この冷気の温度が氷点下

を示し、活発な対流活動に伴い雹が形成されたものと考えられる。

3.ま とめ

事例として2004年 6月 28日 を用いて対流不安定の観点から予測可能性を追求すると同時に、

雲解像モデル (CReSS)を 用いて、数値実験を行った。雲解像モデルは基本的に「暖かい雨」と「冷

たい雨 (氷相雨)」 に区分され、冷たい雨の過程には、雲水から雨水、雲氷から雪、雪から霰に

それぞれ区分し、凍結と融解、未凍結水の剥離、重力落下、分裂などの過程が含まれており、そ

れぞれ時間発展方程式を解いている。従って、雲氷や霰の分布を予測することによって降雹分布

が予測できるかどうかを実験したが、初期値が強い対流不安定のために、安定計算ができない現

状にある。これらを改善することによって降雹予測の可能性を追求したい。

第
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イネの高温障害発生機作解明のための穂チャンバーの開発

○高倉経之 (岩手大院農)、 岡田益己 (東北農研 )

はじめに

イネは日本人にとって主食である上、最近では飼料用や、コメのバイオエタノール化など、そ
の用途は幅広い。しかし、地球温暖化による減収が懸念されている。表のように、イネの高温障

害は発生する時期と環境が異なる。丸山ら (2000)は 、出穂開花期のイネ高温障害は気温が高い

ほど、湿度が高いほど、受精率が低下することを明らかにした。高温障害を再現するために湿度
の制御が出来る装置開発を行った。また、この装置を用いイネを高温に曝し、C02濃度と、高温
不稔の関係について調べた。

表 高温障害の種類
穂チャンパー

温度、湿度を制御で

きる装置、穂チャンバー

(図 1)を開発した。
①温度制御した水の中
でバブリングをする。

②完全に熱交換すれば理論上

乾球温度=水温=湿球温度
熱交換が不完全なら

乾球温度>水温≒露点温度
③絶対湿度を制御

④ヒータで熱を加え、所定の乾球温度に制御

⑤高温乾燥、高温多湿の空気ができる

材料と方法

5Lのポットを用い、イネを東北農業研究センター内
にある温度勾配チャンバー (TGC)の C02濃度が外気
並みの対照区とC02濃度が外気 +200 μ L/Lの 高濃度
区の同温度域でイネ (コ シヒカリ)を生育。開花期に
両区のイネの一部を交換 し、高温に曝す。高温処理は

37℃ (5:00～ 16:00)、 30℃ (16:00～ 5:00)、 バブリング

タンク水温 25℃ 、3日 間行った。その後登熟させ稔実

歩合を調べた。

結果と考察

穂チャンバーを経た空気の温度は外気温によらず、

概ね昼 37℃ 、夜 30℃ を保った。 しか し、外気温が

34℃ を超えると、外気に追随する傾向が見られた。湿

度 60%ほ ぼ一定の外気を30%か ら80%ま で変化させ
られることも確認できた。

対照区、高濃度区間で稔実歩合に差が見られなかっ

たことから、C02に よって生育中のイネが高温感受性
を変化させられる可能性は低いことが示唆された。

高温障害の種類 症状 発生時期 発生状況

稔実障害 稔実歩合の低下 出穂 。開花期 30℃以上・多湿

白穂 頴果の白化・不稔 出穂 。開花期・夜間 高温・乾燥・強風

白粒 コメの白化・食味の低下 登熟期 高 温

ラインヒータ

④

⑤

）ヽ
穂チャンバー

稔 11
室

蓼
』
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形状および光学的特性に基づくリンドウ老花検出の可能性

○関 朝美 (岩手大院農)、 庄野浩資 (岩手大農)

キーワード;リ ンドウ、切り花、リモートセンシング、分光計測、画像計測、生長解析、精密農法

1.は じめに
リンドウは岩手県を代表する花丼作物であり、八幡平市をはじめとする県内北部を中心に盛ん

に栽培されている。近年、その国内市場での需要は安定して旺盛であり、最近では海外からの引

き合いも多く、今後は輸出量の増加が見込まれる。しかしその一方、リンドウの栽培および収穫

方法は手作業を中心とする古典的農法に頼るのが現実であり、今後の需要増に応えるためには、

栽培方法の近代化が必要不可欠となる。ここで、切 り花栽培で高収益を得るには、市場で高評価

を得る個体を出荷することが肝要で、そのためには、採花適期を適切に判断するだけでなく、出

荷後急速に劣化して美観を損ねる受粉菅 (以下、老花)を選別し、出荷前に可能な限り摘花する
ことが望ましい。しかし現状では、日視などの主観的観察により老花の選別をせざるを得ず、そ

の作業精度は不十分と言わざるを得ない。そこで、本研究では、採花適期の個体に含まれる老花

の高精度な検出のための形状および光学的計測手法の確立を目指す。

2.材料および方法
一般に、受粉して間もない老花と未受粉曹 (以下、若花)の間にはほとんど外見上の違いは観
察されないが、熟練した一部の栽培者はそれらの微妙な差異を目視的に検知することが可能とさ

れる。そこで、本研究では、まず、両者の花弁部における可視 。近赤外分光特性を確認し、両者

を選別可能な差異が存在するか否かを確認した。この際、分光計測には、計測波長範囲が 380nm
から2500nmま での分光分析器 GER-3700(GER社、米国)を用いた。次に、両者の花弁部表面
の微小な凹凸性状に差異が存在するか否かを画像計測で確認した。具体的には、市販のデジタル

カメラと700nm以上の波長光を透過する赤外透過フィルター SCシ リーズ (富士フイルム社、日
本)を用いて花弁部表面のクローズアップ撮影を行い、花弁表面の微小な凹凸を反射光の濃淡と
して計測した。尚、以上の供試材料は、八幡平市花丼開発センターにて育成されたリンドウ `安
代の夏 'お よび `安代の秋 'を用いた。

3.結果および考察
老花および若花の花弁部分光反射特性の計測結果 (300nmから 1000nmま での抜粋)を図 1に
示す。本図における各計測値は若花、老花とも約 20個体の平均値である。ここで特筆すべきは、
700nmか ら800nmま での区間で両者の間に顕著な違いが認められる点である。特に 730nm付近
では、両者間の反射率に有意水準 1%以下の高い有意差が認められた。したがって、例えば、本
波長域のバンドパスフィルタを用いて撮影した画像上で両菅の当該波長域の反射率の違いを画像

輝度の違いとして認識することも十分可能と期待できる。また、この他にも両菅間で含水量に有

意な差が存在することが明らかになっており、この差を近赤外域の分光特性の違いとしてだけ

でなく、例えば外部からの熱負荷に対する熱的挙動の違いとして熱赤外画像撮影装置などで検出

することも可能と認められる。さらに、花弁

表面の反射光の観察から、老花の花弁部表面

の微小凹凸性状が若花のそれと比べて明確に
“荒い ''特徴を持つことが観察された。今
後は、供試材料の数、品種などのバリエーシヨ

ンをさらに増やし、上記の分光特性に関する

さらなる検討を重ねると同時に、表面凹凸性

状の差異の再現性の確認、さらには、この凹

凸性状を、例えば、テクスチャ特徴量などと

して数値化することにより、老花の検出に適

用できるか否かを検討したい。

７０

００

５０

“

３０

２０

１０

０

.――若花平両 |
・…・老花平均

|

3∞  400 5∞  6∞  7∞  8∞  9∞  1∞0
波長(nm)

図 1 若花 。老花の分光反射特性
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支 部 だ よ り

1.2006(平成 18)年度支部大会

2006年度支部大会は盛岡市の「岩手大学農学部」において、11月 10。 11日 に開催されました。

10日 には「生物の温度・ス トレス反応―最近の話題から一」と題してシンポジウムが行われ、6

氏の講演と討議が行われました。11日 は一般研究発表が行われ 10題の発表があり、活発な討議

がなされました。今号には、一般研究発表の講演要旨を掲載いたしました。なお、今村 。浅利両

氏のご発表は短報として今号に掲載されましたので、要旨の掲載は省略させていただきました。

2.会員動静

〔入会者〕 浅利欣一

〔退会者〕 金澤俊光、工藤啓一、小官善之助、遠藤征彦、嶽石進、泉川澄男、宮川英雄、

中堀登示光

2007年 1月 31日 現在の会員数 :名誉会員 1名、会友 1名、会員 112名、図書館 7

3.寄贈図書
日本農業気象学会本部及び各支部より会誌の寄贈がありました。ご利用の節は当支部事務局ヘ

ご連絡ください。

4.2007年度功労賞受賞候補者推薦のお願い

日本農業気象学会東北支部功労賞規程に基づき、2007年度の功労賞受賞候補者をご推薦くださ

い。締切は 2007年 6月 15日 です。評議員会にて審査・承認の後、受賞者には賞状と日本農業気

象学会東北支部謹製の賞牌が贈呈されます。受賞にふさわしい方がおられましたら、綴 じ込みの

推薦書にご記入し、事務局までご送付 ください。

功労賞 (表 )

皿
Ａ
Ｕ

さ厚皿皿９０
鎮
鉄
色

径直
文
鋳
錆

さ
体

質

■さ大
形
材

色
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功 労 賞

日本晨業気象学会東北

支部 1949年倉〕l立

功労賞1990年制定

(裏 )



なお、これまでに功労賞を受賞されたのは以下の方々です (順不同、敬称略)。

1990(平成 2)年

1991(平成 3)年 :

1992(平成 4)年 :

1993(平成 5)年 :

1995(平成 7)年 :

1996(平成 8)年 :

1999(平成 11)年 :

2000(平成 12)年 :

2001(平成 13)年 :

2003(平成 15)年 :

2004(平成 16)年 :

2005(平成 17)年 :

2006(平成 18)年 :

(1994。 1997・  1998・

阿部貞尚、吉田 浩、小野清治、寺中吉造、大沼 済、千葉文一、

川島喜内、宮部克己、工藤敏雄、日野義一、石山六郎

本庄一雄、菅原並夫、関 寛三、斉藤正一、鎌田金英治、内島立郎

菅原人利、細井徳夫

阿部谷良、永沼昌雄

佐藤忠士、橋本 晃

井上君夫、嶽石 進

前田 昇、石田末広、阿部博史、浜名光衛

穴水孝道

佐々木忠勝

多田 久、高橋康利、小林弥一

荒川市郎

大谷裕行、宮川英雄

児玉 徹
2002年 については、推薦がありませんでした。)

5.2007年度奨励賞受賞候補者推薦のお願い

日本農業気象学会東北支部奨励賞規程に基づき、2007年 度の奨励賞受賞候補者をご推薦くださ

い。締切は 2007年 6月 15日 です。評議員会にて審査 。承認の後、受賞者には賞状と金一封が贈

呈されます。受賞にふさわしい方がおられましたら、綴 じ込みの推薦書にご記入し、事務局まで

ご送付ください。なお、これまでの受賞者は以下の方です (敬称略)。

2003(平成 15)年 :横山克至
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6.決算報告及び予算
(1)2005年 度決算報告

a 収支決算
■
ノヽ 支

決 算
210,000円

31,050

4,060

50,000

20,806

0

合 計 315,916円

b 余剰金の算出 586,846円

315,916円

270,930円

(2)2006年 度予算

1又 支

項   目 予  算
200,000円

50,000

40,000

50,000

20,000

230,930

合   計 590,930円

7.2007年度支部大会のお知らせ

2007年度の大会は福島県にて開催される予定です。後日案内をお送りしますが、多くの方の研

究発表をお願いいたします。

山
四収

目項

個 人 会 費

支 部 補 助 費

雑    収
繰  越  金

A △  日
ノヽ  アヽ  タミ

部 補

越

入

出

金二
木

収

支

余

出入

費

費

収

金

会

助

個

支

雑

繰

予 算 決 算 項  目 予 算
317,500円

23,700

0

196,846

367,500円

22,500

0

196,846

印

通

事

大

雑

予

刷

信

務

会

　

備

費

費

費

費

費

費

220,000円

60,000

60,000

50,000

20,000

128,046

538,046円 586,846円 合 計 538,046円

予  算 項   目

297,500円

22,500

0

270,930

印

通

事

大

雑

予

刷

信

務

会

　

備

費

費

費

費

費

費

590,930 円 合  計
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日本農業気象学会東北支部功労賞候補者推薦書

氏 名 所属機関

推薦者

功労賞候補者 氏  名
所属機関

主な推薦理由 (東北の農業気象研究の進展に功績のあったこと等を分かり易く
書いて下さい)
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日本農業気象学会東北支部奨励賞候補者推薦書

氏 名 所属機関

推薦者

奨励賞候補者 氏  名
所属機関

主な推薦理由 (東北の農業気象研究の進展に功績のあったこと 1論文題名と
その内容 |を分かり易 く書いて下さい)
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日本農業気象学会東北支部会則

日召和 30年

昭和 31年

目召和 35年

日召和 37年

日召和 39年

日召和 42年

日召和 45年

昭和 49年

昭和 53年

昭和 59年

平成 2年

平成 8年

平成 12年

平成 14年

実  施
一部改正

同

同

改  正
一部改正

同

同

同

同

同

同

同

同

1日

19日

22日

4日

31日

27日

19日

13日

28日

27日

28日

7日

27日

31日

第 1章 総   則
第 1条 (名称):本会は日本農業気象学会東北

支部とする。

第 2条 (目 的):本会は日本農業気象学会の趣

旨に則 り東北における農業気象学の振興を

はかることを目的とする。

第 3条 (事務局):独立行政法人農業技術研究

機構東北農業研究センター農業気象研究室

内におく。

第 2章 事   業
第 4条 (事業):本会は第 2条の目的を達成す

るために次の事業を行う。

(1)農業気象についての研究発表会、講演会、

談話会などの開催。

(2)機関誌「東北の農業気象」の発行。

(3)そ の他必要と認める事業。

第 5条 (事業年度):本会の事業年度は毎年 4

月 1日 に始まり翌年 3月 31日 に終る。

第 3章 会   貝1
第 6条 (会員):本会の会員は正会員、賛助会員、

名誉会員とする。

(1)正会員は本会の趣旨に賛同し、入会を申

込んだ者。

(2)賛助会員は本会の目的事業に賛同する個

人または団体で別に定めるところによる。

(3)本会の発展に著しい貢献をした者のうち

評議員が推薦 し総会が承認した者を名誉会

員とする。

第 4章 役   員
第 7条 (役員):本会に次の役員をおく。

支部長 1名   評議員 若干名
監 査 2名   幹 事 若干名

第 8条 (任務):

(1)支部長は支部の会務を総理 し支部を代表

する。支部長事故あるときまたは欠けたと

きは支部長があらかじめ指名した評議員が

その職務を代行する。

(2)評議員は評議員会を構成し重要な会務を

評議決定する。

(3)監査は本会の会計を監査する。

(4)幹事は支部長の命を受け本会の事務を執

行する。

第 9条 (選出):

(1)支部長は評議員会が選出し、総会に報告

する。

(2)評議員は東北地方在住の会員のうちから

選挙により決める。うち 1名 を本部理事、

若干名を本部評議員として互選する。

(3)監査は支部長が会員の中から2名 を委嘱

する。

(4)幹事は支部長が会員の中から委嘱する。

4月

12月

12月

12月

1月

1月

12月

9月

10月

9月

8月

10月

7月

7月
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第 10条 (任期):役職の任期は 2年 とし、重

任を妨げない。

第 11条 (解任):役員または顧間が東北地方

を離れた場合には自然解任となる。

第 5章 顧   問

第 12条 (顧 問):本会に顧間をおくことがで

きる。顧間は支部長が委嘱する。

第 6章 会   議

第 13条 (会議):本会には総会と評議員会を

おく。

(1)(総会):年 1回開催し支部長が招集する。

但し臨時に招集することができる。

(2)(評議員会):必要に応 じ支部長が招集す

る。幹事は評議員会に出席 し発言すること

ができる。

第 7章 会   計

第 14条 (会計年度):本会の会計年度は事業

年度と同 じである。

第 15条 (経費):本会の経費は会員の会費お

よび寄付金などによる。

第 16条 (会費):支部年会費は次のとおり前

納とする。

正会員  2,500円

賛助会員については別に定める。

第 17条 (決算):会計の決算は会計年度終了

後速やかに監査を経てその後最初に行われ

る総会に報告しなければならない。

第 18条 その他は本部会則に従う。

第 19条 (会則の改正):こ の会則の改正は総

会の決議により行う。

日本農業気象学会東北支部功労賞規程

(平成 2年 4月 1日 制定)

1.会則第 2章第 4条(3)に基づき本規程を設

ける。

2.功労賞は支部の活動、運営等に永年貢献
のあった会員に贈る。

3.功労賞受賞者には賞状と賞牌を贈る。

4.功労賞は原則として毎年贈る。

5.功労賞受賞者を次の手続きで決定する。

(1)功労賞受賞候補者の推薦は会員が行う。

推薦者は 5名以上の推薦人 (役員 1名以上

を含む)と 推薦理由を本会誌閉じ込みの推

薦書に記入し、事務局へ届け出る。

(2)推薦書の届けは事業年度内に開催される

東北支部会の 2ケ月前までとする。

(3)支部長は受賞候補者を評議員会にはかり

受賞者を決定する。

6.受賞式は総会で行う。

(1)15年 以上の会員で、原則として役員を努

めた会員。

(2)支部長がとくに功績を認め推薦した会員。

(付則)本規程は平成 2年度から適用する。

日本農業気象学会東北支部奨励賞規程

(平成 15年 4月 1日 制定)

1.会則第 2章第 4条 (3)に基づき本規程を設

ける。

2.奨励賞は原則として前年度の支部会誌に

論文を表し、東北の農業気象研究の進展に

功績のあつた会員若干名に贈る。

3.奨励賞受賞者には賞状と金一封を贈る。

4.奨励賞は原則として毎年贈る。

5.奨励賞受賞者を次の手続きで決定する。

(1)奨励賞受賞候補者の推薦は評議員および

幹事が行う。

(2)支部長は受賞候補者を評議員会にはかり

受賞者を決定する。

6.授与式は総会で行う。

(付則)本規程は平成 15年度から適用する。
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日本農業気象学会東北支部編集委員会規程

当編集委員会は,以下の手順で「東北の農業気象」の編集作業にあたる。この作業は,投稿論
文の内容を読者に理解しやすくすることを目的とする。
1.大会で口頭発表されたすべての課題の投稿を依頼する。
2.編集委員会は,投稿規程に基づいて投稿された原稿を審査する。
3.編集幹事は,投稿原稿の内容に応じて編集委員 1名 に査読を依頼する。
4.適切な査読者が編集委員にいない場合,編集委員以外に査読を依頼できる。
5.査読者は,査読表に従って査読結果を編集幹事に報告する。
6.査読結果を吟味したうえで,編集幹事は投稿者に原稿の修正を依頼することもある。
7.「進む研究」,「 ぐるっと東北」,「研究レビュー」,「 トピックス」,「小講座」などの記事を企画し,
評議委員会の承諾をえて,編集にあたる。

会誌「東北の農業気象」投稿規程
1.投稿
1.1 著者は,必要事項を記入した投稿票と原稿を一緒に,原本 1部 とコピー 2部を編集幹事に
送付する。

l.2 ワープロを用いた投稿には,A4サ イズの用紙を縦おき,横書きに使い,24字 22行 とし,
行間を十分に開けて原稿を作成する。積極的に再生紙を利用し,両面印刷する。これらの原
稿 4枚で,A4サ イズ縦おき2段組の刷上がり1ページになる。手書きの場合,市販のA4
サイズ 400字づめ原稿用紙を用いる。
1.3 原稿本文の右肩に,1,2,3,4と 通し番号を記す。図表は同様に,和文の場合は,図 1,
図 2,図 3お よび表 1,表 2,表 3と ,英文の場合は Fig.1,Fig.2,Fig.3,Tablel,Table2,
Table3と する。
1.4 投稿原稿は大会の終了日から2月 末日まで受付け,受理日は編集幹事が原稿を受理した日
とする。

2.

2.1

2.2

投稿の種類
「論文」,「短報」の他に「進む研究」などの記事を設ける。
「論文」は比較的完成度の高い研究結果を報告するもので,刷上がりを原則として 6ペー
ジ以内とする。
「短報」は有益な研究結果を速報するもので,刷上がりを原則として4ページ以内とする。
「論文」,「短報」は,他の雑誌に掲載したもの (投稿中も含む)と 同一であってはならな
い。すでに掲載された内容を一部重複して投稿する場合には,投稿原稿の40%以下に重複内
容を圧縮する。
「進む研究」は実用に近づきつつある研究成果を紹介するもので,刷上がりを4ページ以
内とする。
このほか,著者は「資料」「解説」など,投稿内容に相応しいジャンルの設置を,編集幹事
に要請できる。

2.3

2.4

2.5

2.6

3.「論文」,「短報」の執筆要領
3.1 投稿票
3.1.1 機関誌に綴じ込まれた投稿票に以下の例にしたがって,表題・著者名 。所属を和文と
英文で書く。表題は内容を的確かつ簡潔に表現するものとし,副題はできるだけ避ける。
所属は研究の主たる部分を遂行した場所とし,現在の所属が異なる場合は脚注に現所属
を記す。
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(例)   水温と地温が水稲の生育に及ぼす影響
佐藤忠士

*。
工藤敏雄

**

*岩
手県農業試験場
**岩
手大学農学部

]Elflect of water and soil tenlperature on paddy rice growth

TadaShi SATOH*and TOShiO KUDOH**
*Iwate Agricultural Experirlent Station,TaHzawa 020-01
**Iwate University,Faculty of Agriculture,:M:orioka 020

*現
在 :佐藤農場 (株 )

*Present address i′
:「he Satoh iFarrn

3.2 本文
321 本文には数字で見出しをつけて,「 1.は じめに」,「 2.材料および方法」などとする。
これらを細分するには 1.1,1.2を , さらに細分するには 1■ 1,1.1.2を 用いる。ただし,
要約,謝辞には見出しはつけない。

3.2.2 本文は原則として以下の順に構成する。

要 約
本論の内容を簡潔にわかりやすく,和文か英文で書 く。和文は 350字以内,英文は
150語以内とする。文頭に「要約」とせず,直接書き始める。末尾に改行して和英キーワー

ド5語程度を,それぞれ五十音順,ア ルファベット順につける (例参照 )。

(例)畜 産廃棄物の中でも特に廃棄処理にコス トがかかる豚尿を,培養液として利用し,
サラダナ, コマツナ,セ ルリの生育に及ぼす影響を解析した。その結果,サラダナ,
コマツナで生育は劣ったものの,セ ルリの生育に市販の培養液との差は認められな
かった。このことから,作物の種類によっては,豚尿を浄化しながら作物生産に利
用する水耕栽培システムの開発が可能といえた。
キーワード:浄化,水耕栽培,セルリ.豚尿
Keywords:Celery,Pig―urine,Puri取 ,Solujon― culture.

はじめに (緒言,ま えがき)
研究の背景 (問題の性質 ,範囲),こ れまでの研究の大要との関係,研究を開始した動機 ,

研究の目的 。意義などを説明する。特に,著者自身の過去の成果を踏まえて進めた研究の
場合,こ れまでに解明した点と未解明の点を整理した,研究に至った経緯等を説明する。
材料および方法
実験や測定に使った作物や機材,処理方法 。測定方法や分析方法を説明する。

結 果
実験結果を,主観的判断を交えずに,図表を用いて忠実に表現する。考察の材料となる
結果の説明は省かない。逆に,考察材料にならない結果には,特別な理由がないかぎり,
ふれない方が望ましい。
考 察
実験結果を,引用文献などを用いて,様々な角度から理論的に解析する。また,こ の
最後に「実験結果から何がいえるのか」を結論づける。
まとめ (摘要)
要約で英文を書く場合のみ必要 (和文で書 く)。 研究の背景等を簡単に書き,結果と
考察を箇条書きにする (例参照)。

(例)米 の粒厚が食味に及ぼす影響はこれまでに明らかにされていない。そこで,収穫 1
ケ月後の1992年産と1993年 産ササニシキを用いて,粒厚別の食味官能試験を実施した。
なお,1992年は豊作,1993年は凶作であった。
(1)1992年産米の粒厚は平均 2.09皿 ,標準偏差 0■4皿であった。また,1993年産米の
粒厚は平均 1.79皿 ,標準偏差 0.26酬であった。

(2)1992年 産では,粒厚が 1.65m以下に低下すると食味が急激に低下 した。一方 ,

1993年産では,粒厚の低下に伴い食味は直接的に低下した。
(3)1993年産の食味は 1992年産に比べて著しく低く,50%以上の人がまずいと感じる
米の粒厚は,1992年産で 1.52皿以下,1993年産で 1.71皿以下であった。
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(4)こ れらのことから,粒厚の低下により食味が低下することが明らかになった。し
かし,同 じ粒厚でも,1993年 産が 1992年産の食味より劣ったことから,凶作だった
1993年産米の食味の悪さは,粒の小ささだけでは解明できないといえた。

謝 辞
必要に応じて書く。

3.2.3 和文は平仮名まじりとし,数式の上下には 1行づつスペースをとる。
3.2.4 文章中の式は,a/b,exp(t/r)の ように書く。
3.2.5 単位は統一して使用する限り,SI単 位, CGS単位,MKH単 位のどれでもよい。
3.3 図表
3.3.1 図・表は,要約に合わせて和文か英文にする。写真は図として扱い,図 1,Fig。 1の
ように表現する。

3.3.2 図・表の説明は,要約に合わせて和文か英文にする。本文中での引用は「図 1,表 1
によれば」あるいは「Fig■ ,Tablelに よれば」とする。

3.3.3 図は原則としてA4サ イズの トレース用紙に墨書きとする。鮮明であれば, コンピュ
ータのプリンタやプロッタでA4サ イズ上質紙にうちだしたものでもよい。

3.3.4 原図の大きさは,原則としてA4サ イズ以下で,刷上りの 2倍 とする。特に,図中の
文字や数字の大きさは縮小を考慮して記入する。刷上りの図の幅が,1段分か,2段分
かを考慮する。

3.3.5 表は,本文とは別のA4サイズの紙に書く。刷上りの表の幅が,1段分か,2段分か
を考慮する。複数の表を同じ用紙に記入してもよい。

3.3.6 迅速に理解できない表は使わない。複雑な表は,簡略化あるいは図形化に努める。例
えば,考察に利用しない数値は,その数値自体が特別な意味を持たないかぎり削除する。

3.3.7 本文中の図・表の挿入箇所に,上下各 1行づつスペースをあけて説明文を記入し, こ
れを朱で囲む。

3.4 引用文献
3.4.1 著者名のABC順 に論文の末尾に一括する。
3.4.2「著者,年 :題 目名,誌名 (略),巻 ,ページ.」 の順に例に従って書く。

(例) 卜蔵建治,1991:冷害と宮沢賢治「グスコーブ ドリの伝記」の背景,農業気象,35,
35-41.
小林和彦,1994:影響評価モデル.日本農業気象学会編「新しい農業気象・環境の科学」
pp190 - 206. 養 i野堂 .

3.4.3 本文中での引用は番号でなく,「菅野 (1994)に よれば」,「これらの報告は多い (井上
1994).」 などとする。

4.「進む研究」などの記事の執筆要領
4.1 機関誌に綴じ込まれた投稿票に「論文」と同様に,表題・著者名 。所属を和文で書く。投
稿を希望するジャンルを選択または記述する。英文で併記してもよい。
4.2 本文の構成は著者の自由とする。内容に適した理解しやすい構成をとること。
4.3 仮名使い,数式の記述,単位,図表の書き方は,「論文」,「短報」の執筆要領に従う。
4.4「引用文献」と「参考文献」の使い分けを明確にし,書 き方は,「論文」,「短報」の執筆要
領に従う。

5.
5.1

著者校正
著者は初稿を校正する。再校以後は事務局で校正する。校正の際の加除筆は原則として認
めない。

6. 別刷
6.1 別刷の必要部数は投稿票に記入する。
6.2 依頼原稿以外の別刷代はすべて実費とする。
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